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ZEIRISHI SUMMIT講演／税理士サミット
（2023 年 12月 8日）

今の税理士業界を、
どう見ているか？
朝倉：私はファシリテーターとし
て登壇させていただきます。まず
最初の質問は「現状の税理士業界
についてどう見ているか」です。
本郷：私は長期間、会計事務所の
経営に携わっていないので、その
質問がもっとも困るのですが（苦
笑）。
　まずは、ネット社会を前提とし
て考えていかなければならないで

2023年12月8日に、約300人の聴講者を集めて開催された「税理士サミット」。
その第1講の鼎談では豪華なメンバーが登壇した。その鼎談の議題は３つ。「今の
税理士業界をどう見ているか？」「税理士業界はどのようにAI に対応すべきか？」
「10年後の税理士業界はどうなっていると思うか？」。講演の模様を、できるか
ぎり忠実に再現して、記事をお届けしよう。（文・武田司、GPT-4）

しょうね。だから、それは私が話
すことではないということです
（苦笑）。
　現在は、事務所の成長スピード
も（ネット集客によって）非常に
速くなっています。気になるの
は、ネットがあって海外の情報が
容易に得られるようになっている
にも関わらず、それを得ようとす
る人が少ないような気がすること
です。
　日本の経営は大体 30年ほど遅
れています。私が（米国で）「こ
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れからは合併ではなく、M&Aだ」
と聞いたのが 30年ほど前のこと
です。それが今、ようやく（そう
なってきているの）です。
　ほかの業界もそうですが、経営
の現場を見ると海外とは異なる点
がたくさんあります。だから、もっ
とグローバルな視点を持った方が
良いと私は思います。
朝倉：インターネットと言えば、
ベンチャーサポートさんですね。
中村：ネットの登場により、この
15 年ほどで事務所の大規模化が
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進み、拡大スピードが早くなって
いるのは事実だと思います。
　私も（事務所の規模が）100
人まで成長するのに 8 年から 9
年かかりましたが、現在は 5年
ほどで 100 人を超える事務所も
あるので、規模拡大のペースはま
すます加速していると感じていま
す。
古田土：私はこの業界を見ていて、
「もったいないな」といつも思っ
ています。（この業界に）欠けて
いるのは、お客様への視点です。
多くの人は自分の事務所を大きく
することや利益を出すことばかり
に目が向いていて、本来大切にす
べきお客様に目を向けていませ
ん。
　企業の 98.5％は 100 人以下の
中小企業です。そうしたお客様が
（会計事務所に）教えてもらいた
いことは、利益の出し方、財務体
質の改善、人の育て方などです。
そうしたことに（会計事務所は）
取り組むべきなのに、申告書の作
成や規模の拡大にばかり熱心なん
ですね。どうしたらもっとお客様
の会社に利益が出て、その社員が
幸せになるのか。そうしたお手伝
いをしようという会計人が、少な
いように思います。
　お客様にはもっと（会計事務所
の）支援が必要です。お客様の利
益を大きくしようという工夫を、
会計事務所はしなくてはいけませ
ん。だから私は、年一度の決算で
はなく月次決算にするべきだと考
えています。
朝倉：ありがとうございます。と
ても勉強になるお話でした。（古
田土先生は）業績よりも人を重視
された（経営の）お話をいつもさ
れていらっしゃいます。
古田土：私たちは今、週 3 日で事
務所の周辺地域の清掃を行ってい
ます。
　今日は、賞与の支給日です。（事
務所では）300 人以上の人に現

金で（賞与を）支給しています。
そういう会社が滅多にないという
ことで、今日は日経新聞が（事務
所に）取材に来ています。
　なぜ現金支給しているかといえ
ば、心がこもるからです。社員に
感謝の言葉を伝えながら、賞与を
渡しています。私たちの目標は、
帯封（おびふう、札束を束ねる帯
のこと）で受け取る社員の数を増
やすことです。
朝倉：ありがとうございます。大
変勉強になります。今日は異なる
世代の御三方にお集まりいただき
ましたが、本郷会長はどのように
感じていますか？
本郷：私は（古田土さんの真似は）
できません（苦笑）。
　古田土さんを昔から知っていま
すが、古田土さんは朝は 6時半
から出社して、事務所内だけでな
く周辺も掃除しています。私は
6時半に起きたことがありません
（笑）。
古田土：（経営者に必要なものは）
人格だと思います。それをトップ
が示していかなければなりませ
ん。トップが先頭に立って、掃除
や挨拶、朝礼に取り組むべきで
す。トップが（事務所内で）一番
働かなければなりません。私は、

そういう考え方で経営していま
す。
中村：私も朝早く起きることはあ
りませんし、掃除もしませんの
で、コメントしにくいところがあ
ります（苦笑）。
　しかし、古田土先生がおっ
しゃった「お客様を見る」という
ことは、まったく同感です。
　税理士はお客様だけを見て仕事
をするべきで、それが税理士（の
仕事）だと思っていますので、そ
の点は（ベンチャーサポートも）
間違っていないなと実感しまし
た。

税理士業界は、どのように
AIに対応すべきか？
朝倉：次のテーマは「AI 時代に求
められるもの」です。私の事務所
も DX（デジタルトランスフォー

辻・本郷グループ 
会長　本郷 孔洋
国内最大規模を誇る税理士法人グループ
の会長。総勢1,700名のスタッフを率い
る経営者。会計の専門家として会計税務
に携わって40余年。早稲田大学第一政
経学部を卒業後、ジャーナリストを目指
して就職試験に臨むが不合格に終わる。
実学を学ぼうと同大学院商学研究科に
て会計を学ぶことを決意し、公認会計
士となる。1975年に公認会計士登録、
1977年には本郷公認会計士事務所を設
立。2016年1月、辻・本郷グループ会
長に就任、現在に至る
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メーション）に力を入れています
が、機械に勝てなくなっていく時
代の中で、AI に対しては常にア
ンテナを張っておかなければなら
ないと思っています。皆様のお考
えをお聞かせいただければと思い
ます。
本郷：（AI について）詳しくないの
で、的外れの回答になるかもしれ
ませんが、まずは前向きに取り組
まなければいけないでしょうね。
（AI から）逃げてはいけないと
思います。
　それから、反対にアナログの部
分が重視されるようになるので、
お客様に対する視点を大切にする
という（先ほどの）話と共通しま
すが、社員教育が重要になってく
ると思います。
　私は（若い頃は）税務を必死に
勉強しました。40 代のころは毎
月税務についての本を書いていま
した。そうした中で気になるの
は、今の若い人たちは事業があっ
て士業があるけど、事業の中に税

務があるのかということです。
　私は若い頃は経営を考えずに税
務ばかりをやってきて、60 代に
なってから経営を考えるようにな
りましたから、それが私は気にな
るのです。
朝倉：税務を忘れずに、事業を進
めるべきだということですね。AI
の時代になっても、軸をぶらさず
に経営すべきだと理解しました。
古田土：AI にもっとも縁がないの
が私です（笑）。
　ただ、AI というものはあくま
でも情報であるわけです。私たち
のお客様は 100 人以下の中小企
業がほとんどで、ものすごく数字
に弱い。その中で、会計や税務か
ら出てくる情報をお客様に伝える
のは人間の役割です。だからこ
そ、情報を伝える人の人間性が大
切になります。
　私たち（会計事務所）は中小企
業の家庭教師のような存在で、出
てきた情報をお客様の経営に役立
てるために、キャッシュフロー、

未来のバランスシート、経営計画
書などを通して指導していかなけ
ればなりません。多くの中小企業
経営者がバランスシートを読めな
いのは、会計事務所の責任だと思
います。コンピューター会社の
（作った）資料を渡すばかりで、
理解できるような資料になってい
ません。だから、我々は努力が足
りないのだと思います。
　どんなに時代が変わっても人間
性が変わらず大切なので、どこま
で行っても人間が説明や指導して
いく役割は残っていくと私は思い
ます。
　お客様は経営に興味を持ってい
て、会計事務所に数字の読み方や
経営の指導をしてもらいたいと
思っています。そうした中小企業
は、これからどんどん増えていく
と思います。だから、私たち（古
田土会計）は、これからの時代に
安心と希望を持っています。
　そうした（中小企業の）期待に
応えるために、私たちは適切な準
備をし、道具を用意しなければな
りません。それが、私たち（古田
土会計）の考え方です。
中村：私も AI に詳しいわけではあ
りませんが、大きな方針としては
（AI を）最大限利用していかな
ければならないと思っています。
　私たちの場合は、まず規模を拡
大してから効率化を図り、それに
よってさらに規模を拡大して効率
化を進めていくという方法を取っ
ています。
　そのときに、AI をどのように
利用するかが重要になります。ク
ラウド会計などの技術はそれほ
ど大したものではないと思います
が、（AI などの技術は）どこで使
うかが問題になります。
　製販分離という言葉がありま
すが、製造の部分では最大限（AI
を）利用すべきだと私は思いま
す。お客様に見えない部分はでき

税理士法人古田土会計 
代表社員　古田土 満
監査法人を経て、1983年1月独立。現
在360名の税理士法人古田土会計の代
表社員。（グループ全体で420名）。
2022年度の古田土会計のみでは年商
22.2億円、経常利益3.0億円、自己資本
比率90％の優良企業。営業なしの口コ
ミだけで年間150件以上の新規開拓を続
けている。グループ全体で3,600社を超
える顧客を有し、「日本中の中小企業を
元気にする」を使命とし活躍中。税理士
業界では注目の会計士で商工会議所、銀
行等各種団体の講演多数。また同業者に
経営の手法も指導している。特に社員の
モチベーションが高く、「たけしのニッ
ポンのミカタ」や「めざましテレビ」
「ワールドビジネスサテライト」でも古
田土会計の朝礼、挨拶が紹介された。
2013年度経済産業省の「おもてなし企
業30選」に、会計業界としては初めて
選出される。障がい者雇用にも積極的に
取り組んでおり、2015年には厚生労働
省より精神障がい者等雇用優良企業に認
証される。2016年には、経済産業省よ
り「新ダイバーシティ経営企業」に選ば
れている
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るかぎり効率化を進めるべきで
す。
　一方で、お客様に相対する部分
での効率化を過度に進めている事
務所が多いのですが、そうした事
務所は自分で自らの首を絞めるこ
とになると思います。お客様に相
対するところを軽視し効率化して
しまうと、税理士の価値はなくな
り、社会から必要とされない存在
になる可能性があると思います。
　（そうしたことを踏まえて）AI
は単なる道具なので、（恐れずに）
適切に利用すれば良いと思いま
す。

10年後の税理士業界は
どうなっているか？
朝倉：10 年後の税理士業界がどの
ような状況になっているのか。皆
様のお考えを伺いたいと思いま
す。
本郷：10 年後に、私が皆さんとお
会いできているかはわかりません
が（苦笑）。
　私は「仕事」と「作業」を分け
て考えるようにしています。クラ
ウド化が進んでいますが、（税理
士の）平均年齢は 60歳を超えて
います。ですから、現在の税理士
が行っていることのほとんどは
「作業」であり、「仕事」をして
いないのが現状です。
　しかし、これからそれらの「作
業」はほとんど DX 化されるで
しょうから、そうなると 10年後
には事務所全体が「作業」ではな
く、「仕事」ができるようになっ
ていなければなりません。そうで
なければ、資格があるからと言っ
ても、ほとんどの人が「作業」を
しているだけで「仕事」をしてい
ない事務所になってしまいます。
　それと、これは私の仮説です
が、税理士という資格は（10 年
後も）存在すると思いますが、税

理士業界というものはなくなると
思います。DXが進めば、業界の
垣根が下がります。ボーダーレス
になるでしょうから、業界内で競
争するようなことは避けた方が良
いかもしれません。
　税理士業界というカテゴリーが
なくなる中で、生き残っていくた
めにはどうしたらよいのか。どこ
かの事務所に勝とうと思っている
と、いつの間にかどちらもいなく
なっているかもしれませんので、
そこだけは気を付けた方がいいと
思います。
古田土：私は未来は明るいと思いま
す。
　現在の会計事務所は 60代以上
が中心です。その世代の（多くの）
人たちは自分だけが先生であり、
ほかの社員は補助者だと考えてい
ます。その結果として、自分の給
料は高いのですが、社員の給料は
低くなっています。
　要するに、経理を公開していな
いのです。そういった経営者に、
これから社員がついてくるとは思
えませんし、お客様からも尊敬さ
れるとは思えません。
　私は、経営者の給料は公開すべ
きだと思っています。古田土会計
では私の給料を公開しており、
私の現在の給料は月 100 万円で

す。昨年までは 200 万円でした
が、今年から事務所で働く障がい
者やシングルマザーの従業員にそ
の分の給料を回しました。
　（会社にとって）もっとも大切
なのは、会社で働いている社員と
その家族です。私はお客様に、社
長の給料は社員の平均給料の5倍
以内にしてくださいと伝えていま
す。そして給料は年齢×15倍を
目安に支給するようにしてくださ
いと言っています。たとえば30
歳なら450万円、40歳なら600万
円です。これからはどうやって社
員の給料を上げるのかが問題で、
そのためにトップの給料は抑える
べきだというのが私の考えです。
　先生がトップで、ほかは補助者
であるという考えでは尊敬されま
せん。この業界自体も尊敬されな
くなります。業界の（未来の）た
めにも、私たちが尊敬されること
が必要です。
　私たちの事務所には精神障がい
者が 12名います。私たちはこう
した雇用をこれから増やしていこ
うと思っています。給料は（ほか
の社員と）大きく変わりません。
仕事を通じて、社会から尊敬され
るような取り組みを（会計事務所
は）行うべきだと私は思います。
そうやっていけば、（税理士業界

ベンチャーサポートグループ 
総代表　中村 真一郎
「総合事務所」として、日本トップレベ
ルの陣容を誇るベンチャーサポートグ
ループの総代表。2003年に開業。これ
までの会社設立支援は3万社を超える。
グループ内に税理士、弁護士、社会保険
労務士、司法書士、行政書士、さらには
不動産会社も展開。従業員数1,350名、
全国22拠点という国内最大規模の士業
グループに発展させている
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は）10 年後も確実に生き残り、
発展しているはずです。正しいこ
とを行う人たちには、常に多くの
可能性があると思います。
中村：それでは私は、暗い方向で
未来の予想をしていこうと思いま
す。
　10 年というスパンの中で、税
理士資格自体がなくなるようなこ
とがあれば、もちろんそれで終わ
りだと思うのですが、そうでなけ
れば、それほど変わらずに（税理
士業界は）続いているのではない
かと思います。
　ただ現在の状況を見ていると、
相続分野においては税理士の下請
け化が進んでいます。相続では銀
行や葬儀社、あるいは司法書士な
どが業務の川上にいて、そこから
仕事をもらっている税理士は安い
単価で仕事をするようになってい
ます。これはすでに現実に起こっ
ている事実です。
　法人税務においても、私は今後
10 年で下請け化が進むと思って
います。それは自分たちで集客を
やっているからこそよくわかるの
ですが、すでにベンダー企業が（私
たちと同じ顧客層である新設法人
を）集客するようになっていま
す。そうやって顧客を囲いこみ、
税理士に（顧客を）配給していく
ような時代に、これからなるので
はないかと考えています。
　そうなってしまえば、税理士は
その企業の言うなりにならざるを
得ないため、（紹介手数料などで
会計事務所の）利益が削られ、従
業員の給与を上げていくことが難
しくなっていきます。
　古田土先生がおっしゃるような
良いサービスを（会計事務所が）
提供するには、私たちの業界が高
い給与水準を実現していなければ
なりません。そのためには利益を
出し、自分たちで集客する力や人
材を採用する力をつけていかなけ
ればなりません。そうではなく、

業界が下請け化する未来となれ
ば、それは暗いものになると私は
予想しています。

大規模資本の参入はあるか？
朝倉：素晴らしいご提言をありが
とうございます。私も気になって
いるのですが、大資本が実質的に
会計事務所のオーナーになり、大
規模税理士法人を運営するような
ことは起こるのでしょうか？　皆
様のご見解をお伺いしたいと思い
ます。
本郷：過去に国内の企業や米国の
企業が日本の会計事務所を買収し
ようとしたり、実際に買収したり
した例を知っていますが、米国で
は規制が少ないからうまくいって
も、日本では（規制が多いので）
うまくいかないことが多いです
ね。
　業界が近接していないと成立し
にくい事業がありますので、私は
それほど心配していません。
古田土：私も心配していません。大
資本が大規模に事業を行うのであ
れば、高額な報酬を設定する必要
がありますが、それは最終的には
お客様が選ぶことです。現在、従

業員 30人以下の会社が全体の約
95 パーセントを占めています。
そういった中小企業には、高い費
用を支払うことは難しいと思いま
す。（だからこそ）価格だけでな
く、良質な人間関係やサービスを
提供することが重要になると思い
ます。
本郷：私が気になるのは 10年後、
今以上に人材が採用できなくなる
ことです。中村さんが話していた
ように、事務所の力をつけて収益
性を上げていかなければ、ほかの
業界に採用で勝てなくなってしま
います。
　（会計事務所は）低いんですね、
収益性が。
古田土：先に社員の給料を上げるこ
とを考えて、その差額を埋めるた
めに経営者の給料を下げるのが原
則です。そして、会社が利益を出
し始めて、社員の給料が市場の相
場よりも2割から3割と高くなっ
たら、経営者の給料を上げる。そ
れが正しい事業のやり方だと思い
ます。
中村：大資本の参入についてです
が、それはあり得ることだと思い
ます。例えば、どこかのベンダー
が税理士を採用していき（グルー
プ内に）会計事務所を設立して、

サン共同税理士法人 
統括代表　朝倉 歩
2004年より約12年間、デロイト トー
マツ税理士法人に勤務。2016年にサ
ン共同税理士法人の代表社員に就任。
2019年にサン共同RPAコンサルティン
グ株式会社を設立。2020年に在宅経理
株式会社を設立し、在宅経理スタッフの
人材紹介業を開始している。2021年に
辻・本郷ITコンサルティング株式会社の
取締役に就任。DXに関する社外取締役
としても活動している。日本中小企業大
賞2022にて「働き方改革 最優秀賞」受
賞。2023年に自著「パーカーを着た税
理士たちが、DXで世界を変える!」を出
版している
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自社で集客した顧客をそこに流し
ていけば、それで一つの大きな会
計事務所ができるでしょう。だか
ら、それはありうることだと思い
ます。
朝倉：最後に、会場の皆様にメッ
セージをいただければ幸いです。
本郷：私は長く業界を見ています
から分かるのですが、会計事務所
の歴史はこういう登壇者を聴講
者が追い抜いていく歴史になって
います。ですから私自身、こうし
た場で話すのはできれば避けたい
のですが（笑）。皆さんには、い
ずれ今日の登壇者が大したことな
かったなと思えるような事務所を
つくっていただきたいと思ってい
ます。
古田土：私たちは何のために、誰の
ために仕事をしているのか？　
　もっとも大切なのは社員とその
家族です。そうやって定義して、
お客様にもそれを広めていかなけ
ればなりません。会社は持続的に
成長していかなければなりません
し、継続して売上と利益を上げて
いく必要があります。私たちの目
的は、中小企業で働く人々を幸せ
にすることです。規模が大きくな
ることで、より多くの人々を幸せ
にできる可能性があります。
　私が 70歳を過ぎても最前線で
仕事をし続けているのは、私が一
番良いサービスをお客様に提供で
きるからです。私が常に思ってい
るのは、中小企業で働く社員とそ
の家族のことです。
　私たちの使命は、そうした中小

企業の社員と家族を幸せにするこ
とです。こうした考えで事務所を
経営し、お客様にもそのように経
営するよう指導しています。
　中小企業の多くは内部留保が少
ないため、会社に万一のことが起
こったときのためにも会社の資金
を蓄えておきなさいと指導してい
ます。社員と家族を守るために
も、会社を潰してはなりません。
こうした考えで私は仕事をしてい
るから、いつもいろんなアイデア
が湧いてくるんですよ。
朝倉：ありがとうございます。最
後に中村先生、お願いします。
中村：私はもちろん自事務所のこ
とを最優先に考えているのです
が、税理士業界全体のことも意外
と考えています（苦笑）。
　先ほど話しましたが、私は見通
しはそれほど明るいものではない

と思っています。
　司法書士業界では、（司法書士
会とは別に）司法書士が団結して
一定の交渉力を持った団体を組織
していると耳にしますが、税理士
業界にはそのような団体も動きも
ありません。
　（税理士業界も）こうしたまま
では下請け化していく業界にもな
りかねないと危惧していますの
で、同じような危機意識を持って
いる方々とはぜひ団結していきた
いなと思っています。
朝倉：今回のサミットを私たちが
開催することになったのも、業界
を一つにまとめ、より良い方向に
皆で向かっていけたらという想い
があったからです。今後もこうし
た活動を続けていきたいと思って
いますので、よろしくお願いいた
します。■

12 月 8日に開催された「税理士サミット」の会場の様子

本記事の講演を含む、「2023年税理士サミット」の第１講～第８講の模様は、
QRコードの先の会員ページでアーカイブ配信されています（次世代税理士研
究会・有料会員専用）。次世代税理士研究会について詳しくは、本誌巻頭ページ
のご案内をご確認ください

https://tax-accountans.com
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